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研究成果の概要（和文）：社会的課題の解決に取り組む非営利組織が公表する財務情報が、寄付の意思決定にどのよう
な影響を与えているか、アンケート調査等を実施することによって実証的に解明することを試みた。また近年、諸外国
で導入が進められているソーシャル・インパクト・ボンドに関して、英米の社会的企業や行政機関、中間支援組織、社
会的投資家などにヒアリング調査を実施した。その結果、社会的企業の評価モデル及び社会性報告の前提となるインパ
クト評価の概念を整理するとともに、将来的なインパクト評価の導入に向けて内閣府のインパクト評価検討ＷＧや大阪
府のSIB研究会にも参画することにより、研究成果を実際の政策現場にも活用することができた。

研究成果の概要（英文）：Many nonprofit organizations are tackling to solve social problems. A 
questionnaire survey is conducted to verify how nonprofits’ financial information effect the decision 
making of donors. Moreover, Social Impact Bonds (SIBs) are introduced in many countries. Interview 
investigations concerning SIBs are also conducted to social enterprises, government agencies, 
intermediaries and social investors in UK and USA. As a result, the concept of impact measurement is 
clarified as bases for the financial evaluation model of social enterprises and their social reporting. 
The research findings are simultaneously provided to the impact measurement working group of Cabinet 
Office, and the SIB research group of Osaka Prefecture. Impact measurement is just being examined now in 
Japan, and this research contribute to promote the understanding of its policy implication.

研究分野： 会計学
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１．研究開始当初の背景 
近年、ビジネスを通じて社会的課題の解決

に取り組む社会的企業が注目されているが、
幅広い人材や資金に支えられている欧米と
は異なり、日本ではこれらの組織が財政的基
盤を備えることは難しく、事業の持続性に困
難を生じることが少なくない。 
Defourny and Nyssens（2006）によれば、

社会的課題をビジネスの手法を使って解決
する新たな概念としての社会的企業に関す
る研究は、1993 年にハーバード大学ビジネ
ス・スクールで開講された「社会的企業イニ
シアティブ」に端を発している。アメリカで
は非営利組織の事業化を背景として社会的
企業に関する研究が進み、Dees（1998）は「純
粋に慈善的な非営利組織」と「純粋に商業的
な企業」の中間領域に、社会性と経済性のハ
イブリッド組織としての社会的企業を位置
づけている。 
また、これと同時期にヨーロッパではイタ

リアの協同組合研究から派生した EMES 研究
ネットワークが EU加盟 15ヵ国において共通
の枠組みで実態調査を行い、その報告書が
Borzaga and Defourny（2001）に取りまとめ
られた。その研究のなかで EMES が設定した
社会的企業の判断基準は、社会的企業に関す
る確固たる定義が存在しない状況下で、多く
の社会的企業研究のガイドラインとして利
用されている。 
 このように研究が進む欧米に対して、日本
の社会的企業は黎明期から発展期に入った
ばかりであり、共通化されたフレームワーク
を用いて体系的に分析する研究成果が十分
に蓄積されていない。そのため、社会的企業
の理念的側面については議論が進んでいる
が、実践的側面からも社会的企業の持続性を
確保する組織的・財務的マネジメントに関す
る研究を深めることが期待されている。 
 
 
２．研究の目的 
日本では社会的企業という場合、ビジネス

を通じて自主財源を確保し、自律的に社会貢
献ビジネスを遂行する事業体がイメージさ
れており、政府が推進する「共助社会づくり」
においても、非営利組織等を含む社会的企業
が現在の閉塞した社会・経済を打開する大き
な可能性をもつものと期待されている。 
しかし、社会的弱者を顧客とする社会的企

業が、財務的な自主独立性を完全に維持する
ことは困難である。そのため、アメリカであ
れば助成財団及び富裕層によるフィランソ
ロピーが、イギリスであれば行政からのコミ
ッショニングに基づく委託費や補助金が社
会的企業の大きな財源となっている。したが
って、現実には社会的企業といえども、単に
ビジネスの側面を強調するだけではなく、寄
付等の多様な財源を開拓したり、行政等から
事業を請け負う場合に適切なコストを回収
したりする努力が必要となる。 

いまだ十分に解明されていない社会的企
業の財務的課題を検討するために、これまで
の研究として、馬場（2007）では行政からの
委託事業におけるフルコスト計算の妥当性
を検証することにより、事業活動の持続性を
確保する要件を探るとともに、馬場・石田・
奥山（2010）では社会貢献ビジネスを担う非
営利組織の収入戦略を分析することにより、
事業収入と寄付金・補助金等のフィランソロ
ピーとの財源バランスを探ることに取り組
んだ。 
さらに、青木・馬場（2010）では社会的企

業が生み出した社会価値を貨幣的に評価す
る会計手法の構築を試みるとともに、馬場・
石田・五百竹（2013）では社会的企業への寄
付を促進するために、寄付者がどのような財
務情報を求めて、どのように意思決定を行っ
ているかを実証的に明らかにしている。 
そこで本研究では、過去に取り組んだこれ

らの研究を発展させて、社会的企業の財務的
持続性を高めることに資する評価モデルや、
社会性報告のフレームワークを構築するこ
とを目的している。 
 
３．研究の方法 
 まず、社会的課題の解決に取り組む非営利
組織が公表する財務情報について、市民や寄
付者がどこに関心をもち、寄付の意思決定に
対してどのような影響を与えているか、アン
ケート調査等を実施することによって実証
的に解明することを試みた。特に、情報利用
者の会計知識や非営利組織との関わり、ボラ
ンティア経験の有無などが寄付の意思決定
にどのような影響を与えているのか、また民
間主体によって整備されたNPO法人会計基準
が寄付者の情報ニーズをどの程度満たして
いるか、インターネット調査も活用しながら
検証を行った。 
さらに、社会的企業の財政基盤強化の方策

を探るために、多くの社会的企業が資金源と
している行政からの委託事業について、費用
積算の問題点を文献調査等によって洗い出
すことに取り組んだ。特に、人件費及び間接
経費に関して、公正な費用積算のあり方を検
討することにより、社会的企業が安定的に事
業を継続するための財政構造モデルについ
て考察を加えた。 
 さらに近年、諸外国で導入が進められてい
るソーシャル・インパクト・ボンドに関して、
イギリス及びアメリカの社会的企業や行政
機関、中間支援組織、社会的投資家などにヒ
アリング調査を実施した。そして、先に研究
を進めていた情報ニーズや財政構造モデル
も視野に入れながら、効率的かつ効果的な公
共サービスの改善を進めるために、世界的な
関心が高まりつつある「社会的インパクト評
価」の概念的枠組みを明らかにすることに取
り組んだ。それに加えて、日本でも社会的企
業が生み出した社会価値を、証拠（evidence）
に基づいて評価する仕組みを導入するため



に、内閣府や大阪府に設けられた研究会など
にも参画しながら、実践的な適用に向けた提
言と課題の洗い出しを行った。 
 
４．研究成果 
 一般市民を対象としたアンケート調査（回
収サンプル：2,000 件）の結果、図 1 に示す
ように、非営利組織などの社会的企業の財務
情報として「重要である」という回答割合が
高かった項目は、「効率的に人件費が使われ
ているか」（59.1％）、「人件費や旅費交通費、
家賃、消耗品費などの資金の使い道」
（58.2％）、「事業に使った資金の割合」
（57.0％）、「団体の活動目的やミッション」
（56.5％）という順番になった。それに対し
て、「団体の活動内容・成果に関する数量的
情報」（49.4）や「団体の活動内容・成果に
関する記述的情報」（48.4％）といった、成
果情報に対する関心は相対的に低くとどま
っている。 
 

図 1 非営利組織の財務情報に対するニーズ 
 
 しかし、このようなアンケート結果が得ら
れたとしても、人々が必ずしも社会的企業の
生み出した成果に対して関心がないという
わけではない。なぜなら、多種多様な活動を
行う社会的企業が存在するため、共通した成
果指標の尺度が存在しないことが、成果情報

を意思決定の判断材料として用いることを
難しくしている側面もあると考えられる。 
 そこで近年、社会的企業が生み出す社会価
値を測定する手法として、表 1に示すような
インパクト評価に対する関心が国際的に高
まっている。ここで言うインパクトとは、事
業活動の結果として利害関係者に対して生
み出された変化であり、インパクト評価とは、
データ等の証拠を用いてインパクトを定性
的または定量的に測定することである。 
 
 

表 1 インパクト評価の手法 

 
 インパクト評価は単なる評価手法にとど
まるものではなく、イギリスやアメリカなど
の諸外国では、公共サービスの成果指標とし
て用いることによって、事業の効率化や予算
の削減に結び付けようとする取り組みが行
われている。すなわち、成果に基づく支払
（Payment by Result、Pay for Success）の
判断指標としてインパクト評価を活用し、証
拠に基づいた（evidence-based）公共サービ
ス改革が進められている。 
 このような公共サービス改革のひとつの
実践例として、近年ではソーシャル・インパ
クト・ボンドに国際的な関心が高まっている。
そこで、本研究では表 2に示すイギリスやア
メリカでのSIBプロジェクトに対してヒアリ
ング調査を実施し、その結果として以下のよ
うな知見を得ることができた。 
 まず、サービスを提供する社会的企業や中
間支援組織がたびたび指摘していたのは、証
拠に基づくインパクト評価が導入されるこ
とによって、公共サービスの業務プロセスに
変化が生じるということである。すなわち、
定期的にインパクトやアウトカムを報告し、
評価機関等からアドバイスを受けることで、
より成果指向のマネジメント意識が組織内
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評価ツール 設定主体 評価対象

IRIS
(Impact Reporting
and Investment
Standards)

Global Impact
Investing
Network (GIIN)

社会的投資
のインパク
ト評価

SIMPLE
(Social IMPact
measurement for
Local Economies)

Social
Enterprise
London (SEL)

社会的企業
のインパク
ト評価

GIIRS
(Global Impact
Investing Ratings
System)

B Lab

企業の社会
的責任の
レーティン
グ

Total Impact
Measurement &
Management
Framework (TIMM)

Pricewaterhouse
Coopers (PwC)

企業が生み
出すインパ
クトの貨幣
的測定

SROI
(Social Return on
Investment)

Social Value
International

社会的イン
パクトの貨
幣価値評価



に浸透する。それによって、予算削減だけで
なく、公共サービスのイノベーションを促進
する効果がもたらされるという意見が多く
聞かれた。 
 ただし、インパクトとして適切な評価指標
が設定されなければ、プログラムの方向性が
歪められ、本来目的とする成果が得られない
こともある。現実的には、SIB においても様々
な評価指標が用いられており、柔軟性に優れ
たスキームとなっている反面で、アウトカム
や財政削減との関連性が十分に明確化され
ていない評価指標も、積極的に用いるように
なってきた状況が認められる。 
 

表 2 SIB プロジェクトのヒアリング先 

 
例えば、ピーターバラ刑務所及びライカー

ズ刑務所における受刑者の再犯防止や、エセ
ックス州における児童への予防的支援のケ
ースでは、サービスを受けないコントロール
グループと、サービスを受けるターゲットグ
ループを比較することによって、SIB プロジ
ェクトが生み出した変化分としてのインパ
クトを把握しようとしている 。 
それに対して、グレーターロンドンにおけ

る路上生活者への支援では、路上生活者の低
減という成果を、コントロールグループとの
比較ではなく、コホート内における路上生活
者の減少というアウトカムで測定している。
ただし、その際に複数のアウトプット指標

（長期居住先の確保、母国での再定住、救急
医療の利用減少、就労、職業訓練）も補足的
に用いることによって、より中長期的なイン
パクトに結びつく取り組みを行うインセン
ティブを与えている。また、イギリス全土に
おける養子縁組の SIB プロジェクトでも、養
子縁組関係が継続するというアウトカムだ
けでなく、その前段階に位置する養子縁組が
必要な子どもの登録と、養子縁組の実施とい
うプロセスに対しても、アウトプット指標を
設定して評価を行っている。 
さらに最近では、ニューカッスルにおける

長期疾患者への支援のように、医療費削減と
いうアウトカムとの関係性が直接的に認め
られるわけではないが、「地域社会への結び
つきや孤立解消が健康と福祉の増進に結び
つく」という学術研究に立脚しながら、生活
行動を変えるプログラムへの参加というア
ウトプットを一次的な評価指標として用い
る、実験的な SIB プロジェクトも登場してい
る。そして、一定期間が経過した後にコント
ロールグループと比較することにより、二次
医療費の削減が実現されているかを検証し、
改めてインパクトを測定するのである。 
このように諸外国では、社会的企業が担う

公共サービスについて、様々な指標を用いて
インパクト評価を行う試みが始められてい
る。そして、日本でもインパクト評価やソー
シャル・インパクト・ボンドに対する関心が
高まり、実践に向けた具体的な議論が始まっ
ている。 
今回の研究では、社会的企業の評価モデル

及び社会性報告の具体的なフレームワーク
を構築するまでには至らなかったが、その前
提となるインパクト評価の概念を整理し、諸
外国における実践例について知見を深める
ことができた。また、将来的なインパクト評
価の導入に向けて、内閣府の「共助社会づく
り懇談会社会的インパクト評価検討ワーキ
ング・グループ」や大阪府の「ソーシャル・
インパクト・ボンド（SIB）を活用した大阪
独自の生活困窮者自立支援のための新たな
仕組みづくり研究会」にも構成員として参画
しており、研究成果を実際の政策現場におい
て活用することができた。 
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実施場所 ヒアリング先 期間 投資額 事業内容

ピーターバ
ラ刑務所
（イギリス）

Social
Finance
（2015.9.16）

2010～
2016年（政
策変更によ
り2015年
に中止）

500万
ポンド

出所後の短期受刑
者に対して支援・指
導のプログラムを提
供し、再犯率を低下
させる

グレーター
ロンドン
（イギリス）

St Mungo's
Broadway
（2015.9.14）

2012～
2015年

88万
7千ポ
ンド

路上生活者への支
援や、短期宿泊施
設への入居、アパー
トでの生活、雇用を
得るための職業訓練
などの一連の支援
サービスを一貫した
チームで行う

エセックス州
（イギリス）

Action for
Children
（2013.10.29）

2013～
2018年

310万
ポンド

施設入所あるいは保
護観察になる可能性
が高い児童を対象に
予防的支援（マルチ
システミック・セラ
ピー：MST）を提供
し、施設入所日数を
削減する

イギリス
全土

It's All About
Me
（2015.9.14）

2013～
2023年

200万
ポンド

通常の方法では養
子縁組先を見つけら
れない子どもたちに
適切な家庭を見つ
け、両親となる人にも
支援と訓練を行う

ニューヨーク
市
ライカーズ
刑務所
（アメリカ）

Goldman
Sachs
（2015.1.12）
MDRC
（2015.1.15）

2013～
2019年（目
標未達によ
り2015年
に中止）

960万
ドル

収監中・出所後の未
成年者に対して行動
学習体験のプログラ
ムを提供し、再犯率
を低下させる

ニュー
カッスル
（イギリス）

Ways to
Wellness
（2015.9.11）

2015～
2022年

170万
ポンド

地域社会への結び
つきや孤立解消が
健康と福祉の増進に
結びつくというエビ
デンスにもとづき、長
期疾患を抱える人た
ちに非医療的な健
康関連サービス
（social
prescribing）を提供
する
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